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(54) Title: CLUTCH OPERATION DEVICE

(54) 発明の名称 ：クラッチ操作装置

(57) Abstract: A clutch operation aevice (1) i s provided with a drive
mechanism (2) and a deceleration mechanism (3). The drive mechanism
(2) generates a drive force (Fl). The deceleration mechanism (3) i s a
mechanism for amplifying the drive force (Fl) and converting the same
into an operating force (F2) for a clutch device (9) b y decelerating the
drive amount input from the drive mechanism (2). The deceleration mech
anism (3) has a speed reducing ratio which gradually increases from the
power interruption status t o the power transmission status o f the clutch
device (9), and the speed reducing ratio i s adjustable depending on the
status o f the clutch device (9).

(57) 要約： クラッチ操作装置 （1 ) は、駆動機構 （2 ) と
減速機構 （3 ) とを備えている。駆動機構 （2 ) は駆動力
( F ) を生成する。減速機構 （3 ) は、駆動機構 （3 )

から入力される駆動量を減速することで駆動力 （F 1 ) を
増幅 してクラッチ装置 （9 ) の操作力 （F 2 ) に変換する
機構である。減速機構 （3 ) は、クラッチ装置 （9 ) の動
力遮断状態から動力伝達状態にかけて徐々に大きくなる減
速比特性を有 し、クラッチ装置 （9 ) の状態に応 じて減速
比特性を調整可能である。
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明 細 書

発明の名称 ：クラッチ操作装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 クラッチ装置を操作するためのクラッチ操作装置に関する。

背景技術

[0002] 従来の手動変速機では、エンジンと変速機 との間にクラッチ装置が設けら

れ、 またコン トロ一ル ロッ ド等の リンク機構により運転席のシフ 卜レバ一と

変速機 とが機械的に連結されている。変速時には、 クラッチペダルを踏むこ

とによって、エンジンと変速機 との間で行われる動力伝達をクラッチ装置に

より遮断 し、シフ トレバ一を操作する。 このため、頻繁に変速が要求される

場合には、一連の操作が ドライバ一にとつて大きな負担になる。

[0003] そこで、シフ ト操作に関する ドライバ一の負担を軽減するために、 クラッ

チ装置を自動的に断接するクラッチアクチユエ一 タを設けて、 クラッチぺダ

ルを踏むことな く変速操作を行える自動変速機が提案されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：英国特許出願公開第 2 3 3 8 8 5 号明細書

発明の概要

[0005] 上記の自動変速機用のクラッチ装置 としては、通常、 ノーマル クロ一ズタ

イブが用いられているが、近年では、 ノーマルオープンタイプのクラッチ装

置を用いた自動変速機 も開発されている。

ノ一マルオープンタイプの場合、 クラッチ操作装置か らクラッチ装置に操

作力が付与されていない状態では、 クラッチ装置の連結は解除されている。

クラッチ装置を連結する際には、 レバ一を介 して駆動機構によりプレッシャ

プレー 卜が押圧され、 プレツシャプレー 卜とフライホイール との間にクラッ

チデ ィスクが挟み込まれる。 この結果、 クラッチデ ィスクを介 して変速機の

入力シ ャフ 卜に動力が伝達される。



[0006] このような構成により、ノーマルクローズタイプとは異なり、ノーマル才

—プンタイプのクラッチ装置では、クラッチディスクに作用する押付力 （ク

ラッチ荷重）がクラッチ操作装置から伝達される操作力により決まる。

—方で、クラッチ装置の製品の個体差に起因 してクラッチ荷重特性にばら

つきが生 じる場合があるので、クラッチ荷重と操作力との関係が製品ごとで

異なって しまう。 したがって、製品の個体差によってクラッチ操作装置の駆

動源の負荷もばらつき、その結果、駆動源の負荷が予想以上に増大する場合

も考えられる。

[0007] 特許文献 1 では、駆動負荷を低減するためにカムを用いたアシス 卜機構が

提案されている。

しか し、特許文献 1 に記載の技術では、このような製品の個体差には対応

することができない。

本発明の課題は、クラッチ装置の製品の個体差に起因する負荷の増大を低

減できるクラッチ操作装置を提供することにある。

[0008] 本発明に係るクラッチ操作装置は、クラッチ装置を操作するための装置で

あって、駆動部と減速部とを備えている。駆動部は駆動力を生成する。減速

部は、駆動部から入力される駆動量を減速することで駆動力を増幅 してクラ

ッチ装置の操作力に変換する機構であつて、クラッチ装置の動力遮断状態か

ら動力伝達状態にかけて徐々に大きくなる減速比特性を有 し、クラッチ装置

の状態に応 じて減速比特性を調整可能である。

[0009] ここで、 「クラッチ装置の状態」とは、製品の個体差に起因するクラッチ

荷重特性のばらつきを含む概念であり、場合によっては経時変化に起因する

クラッチ荷重特性のばらつきをも含み得る。

また、 「減速比」とは、駆動部から減速部に入力される入力駆動量を減速

部から出力される出力駆動量で除 した値をいう。 「減速比特性」とは、出力

駆動量と減速比との関係を意味 しており、グラフにより 1本の線で表すこと

ができる。 したがって、 「減速比特性を調整する」とは、出力駆動量と減速

比との関係を変化させることを意味 しており、グラフ上の線の形状を変化さ



せることを意味 している。

[001 0 ] このクラッチ操作装置では、減速部がクラッチ装置の状態 に応 じて減速比

特性 を調整可能であるので、製品の個体差 に起因 してクラッチ装置のクラッ

チ荷重特性がば らついても、駆動部の負荷の増大を低減することがで きる。

以上 に説明 したように、 このクラッチ操作装置では、減速部がクラッチ装

置の状態 に応 じて減速比特性 を調整可能であるので、製品の個体差 に起因 し

てクラッチ装置のクラッチ荷重特性がば らついても、駆動部の負荷の増大を

低減することがで きる。 したが って、 このクラッチ操作装置であれば、 クラ

ツチ装置の製品の個体差 に起因する負荷の増大を低減することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] クラッチ装置および クラッチ操作装置の概略構成図 （動力遮断状態）

[ 図2 ] クラッチ装置および クラッチ操作装置の概略構成図 （動力伝達状態）

[ 図3 ] 減速機構の構成図

[ 図4 ] ス トローク、基準操作力および リンク長 さの関係 を示す図

[ 図 5 ] 減速機構の減速比特性線図

[ 図 6 ] クラッチ荷重特性 とモータ トル クとの関係 を示す図

[ 図7 ] ( A ) ~ ( C ) 減速機構の構成図 （他の実施形態）

発明を実施するための形態

[001 2 ] < クラッチ装置の構成 >

図 1 に示すように、 クラッチ装置 9 は、エ ンジン （図示せず）か ら 卜ラン

スミッシ ョン （図示せず）への動力伝達 を行 うための装置の一例であ り、例

えばエ ンジンのフライホイール 9 に固定されている。 クラッチ装置 9 はい

わゆるノーマルオープンタイプの装置である。 クラッチ操作装置 1 (後述）

か ら操作力がクラッチ装置 9 に付与 されていない状態では、エ ンジンか ら 卜

ランスミッシ ョンへの動力伝達が遮断されている。 クラッチ操作装置 1 の詳

細 については後述する。

[001 3] 図 1 に示すように、 クラッチ装置 9 は、 クラッチカバ一 9 3 と、 プ レツシ

ャプ レ一 卜9 2 と、 クラッチデ ィスク 9 4 と、押圧 レバ一 9 6 と、ェ ンゲ一



ジベ ア リング 9 7 と、 クラ ッチ レバ一 9 8 と、 を有 している。

クラ ッチカバ一 9 3 はフライホイール 9 に固定 されている。 プ レツシャ

プ レー ト9 2 はクラ ッチカバ一 9 3 によ り一体回転可能かつ軸方向に移動可

能 に支持 されている。 プ レツシャプ レー 卜9 2 はクラ ッチカバ一 9 3 と複数

のス トラ ッププ レー ト （図示せず） によ り一体回転可能 に連結 されている。

また、 プ レツシャプ レー 卜9 2 はス トラ ッププ レー 卜によ りクラ ッチカバ一

9 3 に軸方向に弾性 的に連結 されている。

[0014] クラ ッチデ ィスク 9 4 は、 フライホイール 9 1 とプ レツシャプ レー ト9 2

との間に配置 されてお り、 クラ ッチ装置 9 の連結時 にはフライホイール 9

とプ レツシャプ レー ト9 2 との軸方向間に挟み込 まれ る。 クラ ッチデ ィスク

9 4 はクッシ ョニ ングプ レ一 卜を有 している。押圧 レバ一 9 6 は、概 ね環状

の プ レー トであ り、軸方向に弾性変形可能 にクラ ッチカバ一 9 3 によ り支持

されている。押圧 レバ一 9 6 の弾性力は小 さ く、弾性変形 させ るため に必要

な力は比較 的小 さい。押圧 レバ一 9 6 の内周部 はエ ンゲージベ ア リング 9 7

によ り軸方向に押 し込み可能 とな っている。

[001 5] エ ンゲージベ ア リング 9 7 はクラ ッチ レバ一 9 8 と押圧 レバ一 9 6 との回

転差 を吸収 する。 クラ ッチ装置 9 の連結時 において、 エ ンゲージベ ア リング

9 7 は押圧 レバ一 9 6 を介 して プ レツシャプ レー 卜9 2 を軸方向に押圧する

。 エ ンゲージベ ア リング 9 7 はクラ ッチ操作装置 1 によ りクラ ッチ レバ一 9

8 を介 して軸方向に駆動 され る。 この クラ ッチ装置 9 では、押圧 レバ一 9 6

および プ レツシャプ レー 卜9 2 を介 して クラ ッチデ ィスク 9 4 に作用する押

付力がエ ンゲージベ ア リング 9 7 の移動量 （クラ ッチ操作装置 1 の操作量）

に応 じて変化するようにな っている。 クラ ッチ レバ一 9 8 はハ ウジ ング （図

示せず） によ り回転可能 に支持 されている。

[001 6] < クラ ッチ操作装置の構成 >

クラ ッチ操作装置 1 は、 クラ ッチ装置 9 を操作するための装置であ り、例

えば トランス ミッシ ョン E C U 8 9 か ら出力 され る操作信号 に基づいて、 ク

ラ ッチ装置 9 を動力伝達状態 および動力遮断状態の うち一方 に切 り替 える。



ここで、動力遮断状態 とは、 クラ ッチ装置 9 を介 しての動力伝達が完全 に遮

断 されている状態 を意味 してお り、動力伝達状態 とは、 クラ ッチ装置 9 を介

して動力伝達が行われている状態 を意味 している。動力伝達状態では、 フラ

ィホイール 9 1 と トランス ミツシ ョンの入力シャフ 卜9 9 との回転速度 が同

じである。

[001 7] クラ ッチ操作装置 1 は、仕様 の異 なる様 々な クラ ッチ装置 に適用可能であ

るが、 ここでは、 クラ ッチ操作装置 1 の操作対象 と して前述の クラ ッチ装置

9 を例 にクラ ッチ操作装置 1 について説明する。

図 1 および図 2 に示すように、 クラ ッチ操作装置 1 は、駆動機構 2 (駆動

部 の一例） と、減速機構 3 (減速部 の一例） と、制御 ユニ ッ ト8 と、 を備 え

ている。

[001 8] 駆動機構 2 は、 クラ ッチ装置 9 の クラ ッチ レバ一 9 8 を駆動するための駆

動源 であ り、減速機構 3 を介 して クラ ッチ レバ一 9 8 に推力 を付与する。 こ

こで、駆動機構 2 か ら減速機構 3 に入力 され る力 を駆動力 F 1 (駆動部 の駆

動力の一例）、減速機構 3 か ら出力 され る力 を操作力 F 2 ( クラ ッチ装置の

操作力の一例） と定義 する。駆動力 F 1 および操作力 F 2 は クラ ッチ装置 9

で必要 とされ る力 に応 じて変化する。

[001 9] 駆動機構 2 はクラ ッチ装置 9 を駆動するための駆動力 F を生成 する。具

体的には、駆動機構 2 は、駆動 モータ 2 3 と、 ボール ネジ 2 2 と、 を有 して

いる。駆動 モータ 2 3 は、例 えばブラシ レスモータであ り、 回転駆動力 を出

力するための駆動 シャフ 卜2 を有 している。 ボール ネジ 2 2 は駆動 シャフ

卜2 の回転運動 を直線運動 に変換 する。駆動 シャフ 卜2 には雄 ネジが形

成 されてお り、 ボール ネジ 2 2 には雌 ネジが形成 されている。 ボール ネジ 2

2 に駆動 シャフ 卜2 がね じ込 まれている。駆動 シャフ 卜2 が回転 すると

ボール ネジ 2 2 が軸方向に移動する。 これ によ り、駆動 モータ 2 3 で生成 さ

れた回転駆動力が軸方向の駆動力 F に変換 され る。駆動力 F はボール ネ

ジ 2 2 を介 して減速機構 3 に伝達 され る。

[0020] 減速機構 3 は駆動機構 2 で生成 された駆動力 F を操作力 F 2 に変換 する



。 より詳細には、減速機構 3 は駆動機構 2 か ら入力される駆動量 （ボ一ルネ

ジ 2 2 のス トローク）を減速することで駆動力 F を増幅 してクラッチ装置

9 の操作力 F 2 に変換する。減速機構 3 は、いわゆる トグル機構の原理 を応

用 してお り、 クラッチ装置 9 の動力遮断状態 （図 1 参照）か ら動力伝達状態

(図 2 参照）にかけて減速比が徐々に大 きくなる減速比特性 を有 している。

減速機構 3 の詳細については後述する。

[0021 ] 制御ユニ ッ ト8 は、制御装置 8 3 と、第 1 回転センサ 8 1 と、第 2 回転セ

ンサ 8 4 と、ス トロークセンサ 8 2 と、 を有 している。制御装置 8 3 は車両

の状態に応 じて駆動モータ 2 3 を制御する。具体的には、 トラ ンス ミツシ ョ

ン E C U 8 9 (図 1 ) か ら出力される操作信号に基づいて制御装置 8 3 は駆

動モータ 2 3 を制御する。

第 1 回転センサ 8 はフライホイール 9 の回転速度 を検出する。第 2 回

転センサ 8 4 はクラッチデ ィスク 9 4 と一体で回転する入力シ ャ フ 卜9 9 の

回転速度 を検出する。ス トロークセンサ 8 2 はクラッチ レバ一 9 8 のス ト口

—クS (絶対位置）を検出する。制御装置 8 3 は第 1 回転センサ 8 1 、第 2

回転センサ 8 4 およびス 卜ロークセンサ 8 と電気的に接続 されている。制

御装置 8 3 には第 1 回転センサ 8 、第 2 回転センサ 8 4 およびス 卜ローク

センサ 8 2 の検出信号が所定の周期で入力される。制御装置 8 3 は各検出信

号を用いて駆動モータ 2 3 の動作を制御する。

[0022] 例 えば、 クラッチ レリーズ時には、 トラ ンス ミ ッシ ョン E C U 8 9 か ら出

力される操作信号を制御装置 8 3 が受信すると、 クラッチ レバ一 9 8 が所定

の レリーズ位置 まで回転するように制御装置 8 3 は駆動モータ 2 3 の駆動を

制御する。ス トロークセンサ 8 2 の検出信号に基づいてクラッチ レバ一 9 8

が所定の位置にあるか否かが制御装置 8 3 により判定される。

[0023] また、 クラッチ連結時には、 クラッチ レバ一 9 8 がエンゲージ位置 まで回

転するように制御装置 8 3 は駆動モータ 2 3 の駆動を制御する。本実施形態

では、 クラッチ レバ一 9 8 のエンゲージ位置の判定は、 フライホイール 9 1

および入力シャフ 卜9 9 の回転速度が同程度であるか否かに基づいて行われ



る。より詳細には、第 1 回転センサ 8 1 および第 2 回転センサ 8 4 の検出信

号に基づいてフライホイール 9 および入力シャフ 卜9 9 の回転速度の判定

が行われる。

[0024] < クラッチ操作装置の動作>

ここで、クラッチ操作装置 1 の動作について簡単に説明する。

図 1 に示す動力遮断状態では、クラッチ操作装置 1 で生成される駆動力は

エンゲージベアリング9 7 に伝達されていないので、プレツシャプレー ト9

2 はス トラッププレー トの弾性力によりクラッチディスク9 4 から離れた位

置で保持されている。 したがって、フライホイール 9 1 の回転がクラッチデ

イスク9 4 には伝達されず、 トランスミツションでの変速動作が可能となる

[0025] 動力遮断状態から動力伝達状態にクラッチ装置 9 を切 り替える際、制御装

置 8 3 の制御信号に基づいて駆動モータ2 3 がクラッチレバ一 9 8 を駆動す

る。具体的には、駆動モータ2 3 の駆動シャフ 卜2 が回転を開始 し、ボ一

ルネジ 2 2 が第 1 リンク部材 3 を押す方へ移動する。ボールネジ 2 2 によ

り第 1 リンク部材 3 の第 1端部 3 a が押されると、回転軸 A を中心に

第 1 リンク部材 3 1 が回転する。この結果、第 2 リンク部材 3 2 、コイルス

プリング3 4 および第 3 リンク部材 3 3 を介 してクラッチレバ一 9 8 に駆動

モータ2 3 の駆動力が伝達される。

[0026] 駆動機構 2 の駆動量 （駆動シャフ 卜2 の回転量あるいはボールネジ 2 2

のス トローク）は、減速機構 3 により減速され、ス トロークS に変換される

。また、駆動機構 2 で生成される駆動力 F 1 は、減速機構 3 により増幅され

、操作力 F 2 に変換される。クラッチレバ一 9 8 は減速機構 3 から出力され

る操作力 F 2 によりス トロークS だけ駆動される。実際には、クラッチ装置

9 の状態に応 じて操作力 F 2 が変動 し、それに応 じて駆動力 F も変動する

。つまり、操作力 F 2 および駆動力 F 1 はクラッチ装置 9 の状態および減速

機構 3 の状態に応 じて変動する。

[0027] クラッチレバ一 9 8 が減速機構 3 により押されて回転軸 A 2 を中心に回転



すると、クラッチレバ一 9 8 によりエンゲージベアリング9 7 がフライホイ

—ル 9 1側へ押される。この結果、押圧 レバ一 9 6 を介 してプレツシャプレ

— 卜9 2 がフライホイール 9 側へ押されて、プレツシャプレー ト9 2 によ

りクラッチディスク9 4 がフライホイール 9 に押 し付けられる。入力シャ

フ 卜9 9 の回転速度がフライホイール 9 の回転速度と同 じになるまで、ク

ラッチ操作装置 1 によるクラッチ装置 9 の駆動が行われる。両者の回転速度

が同 じになると、制御装置 8 3 により駆動モータ2 3 が停止される。この結

果、プレツシャプレー 卜9 2 とフライホイール 9 との間にクラッチディス

ク9 4 が挟み込まれ、クラッチディスク9 4 を介 してエンジンからトランス

ミツションへの動力伝達が行われる。

[0028] 一方、動力伝達状態から動力遮断状態にクラッチ装置 9 を切 り替える際、

ス トロークS が初期値になるまで駆動モータ2 3 での駆動が行われる。ス ト

ロークセンサ 8 2 で検出されるス トロークS が初期値になると、制御装置 8

3 により駆動モータ2 3 が停止される。

< 減速機構の詳細構成>

減速機構 3 はクラッチ装置 9 の状態に応 じて減速比特性を自動的に調整す

る機能を有 している。この機能を実現するために、図 3 ( A ) および図 3 (

B ) に示すように、減速機構 3 は、第 1 リンク部材 3 と、第 2 リンク部材

3 2 と、第 3 リンク部材 3 3 と、コイルスプリング3 4 (弾性部材の一例）

と、を有 している。

[0029] 第 1 リンク部材 3 は、回転軸 A を中心にハウジング （図示せず）に回

転可能に支持されており、駆動機構 2 により回転駆動される。本実施形態で

は、第 1 リンク部材 3 は L 字状に折れ曲がつている。第 1 リンク部材 3

の第 1端部 3 a はボ一ルネジ 2 2 の端部にピンを介 して回転可能に連結さ

れている。第 1 リンク部材 3 の第 2 端部 3 b は第 2 リンク部材 3 2 にピ

ンを介 して回転可能に連結されている。

[0030] 第 2 リンク部材 3 2 は第 1 リンク部材 3 1 の第 2 端部 3 b に回転可能に

連結されている。第 2 リンク部材 3 2 は摺動孔 3 2 a を有 している。摺動孔



3 2 a には第 3 リンク部材 3 3 が揷入されている。

第 3 リンク部材 3 3 は、第 2 リンク部材 3 と摺動可能 に配置 されてお り

、 クラッチ レバ一 9 8 に連結 されている。具体的には、第 3 リンク部材 3 3

は、棒状の軸部 3 3 a と、 円柱状のス 卜ッパ部 3 3 b と、連結部 3 3 c と、

を有 している。軸部 3 3 a は、第 2 リンク部材 3 2 の摺動孔 3 2 a に揷入さ

れてお り、第 2 リンク部材 3 2 よ りも長い。軸部 3 3 a が摺動孔 3 2 a に揷

入されているので、第 2 リンク部材 3 2 は軸部 3 3 a に沿 って移動可能 とな

つている。

[0031 ] ス トツバ部 3 3 b は、第 2 リンク部材 3 2 と当接可能 に配置 されてお り、

軸部 3 3 a の第 1 端部 3 3 d に形成 されている。 ス トツノ《部 3 3 b の外径 は

、軸部 3 3 a の外径 よ りも大 きく、 さ らに摺動孔 3 2 a の内径 よ りも大 きい

。図 3 ( A ) に示すように、減速機構 3 の初期状態では、 ス トツバ部 3 3 b

によ り第 2 リンク部材 3 の位置決めが行われる。

連結部 3 3 c は軸部 3 3 a の第 2 端部 3 3 e に形成 されている。連結部 3

3 c はクラッチ レバ一 9 8 の端部 に ピンを介 して回転可能 に連結 されている

。連結部 3 3 c はス トツバ部 3 3 b と同 じくらいの外形寸法 を有 している。

[0032] コイルスプ リング 3 4 は、駆動機構 2 か らクラッチ装置 9 までの動力伝達

経路上 に配置 されてお り、第 2 リンク部材 3 と第 3 リンク部材 3 3 との間

に予め圧縮 された状態で配置 されている。 よ り詳細 には、 コイルスプ リング

3 4 は予め圧縮 された状態で第 2 リンク部材 3 と連結部 3 3 c との間に配

置 されている。 コイルスプ リング 3 4 には軸部 3 3 a が揷入されている。第

リンク部材 3 2 がス トツバ部 3 3 b と当接 している状態で、第 2 リンク部

材 3 2 と連結部 3 3 c との間でコイルスプ リング 3 4 は圧縮 されている。つ

まり、図 3 ( A ) に示す初期状態では、 コイルスプ リング 3 4 によ り第 2 リ

ンク部材 3 2 が第 3 リンク部材 3 3 のス トツノ《部 3 3 b に押 し付 け られてい

る。図 3 ( B ) に示すように、 コイルスプ リング 3 4 は初期圧縮荷重 F ί を

超 える荷重が作用すると圧縮 を開始する。 コイルスプ リング 3 4 の圧縮 はコ

ィルスプ リング 3 4 に作用する力 F 4 とコイルスプ リング 3 4 の弾性力 とが



釣 り合う位置で停止する。

[0033] ここで、図4 を用いてコイルスプリング3 4 の作動について説明する。図

4 に示す第 1縦軸は操作力 F 2 およびコイルスプリング3 4 に作用する力 F

4 を示 しており、第 2 縦軸はリンク長さL を示 しており、横軸は減速機構 3

の出力側のス トロークS を示 している。 リンク長さL は図 3 ( A ) および図

3 ( B ) に示す長さである。 リンク長さL の変化量はコイルスプリング3 4

の長さの変化量 （圧縮変化量）に相当する。

[0034] 図 4 に示すように、製品出荷時 （つまり、クラッチディスク9 4 が摩耗 し

ていない状態）の操作力 F 2 とス トロークS との関係は第 1 クラッチ荷重特

性 P 1 のようになる。一方、クラッチディスク9 4 が最大許容摩耗量まで摩

耗 した場合の操作力 F 2 とス トロークS との関係は、第 3 クラッチ荷重特性

P 3 のようになる。第 1 クラッチ荷重特性 P 1 および第 3 クラッチ荷重特性

P 3 の中間的な特性は第 2 クラッチ荷重特性 P で表すことができる。いず

れの場合も、ス トロークS が大きくなるにつれて、必要とされる操作力 F 2

が徐々に大きくなることがわかる。

[0035] —方、ス トロークS が短い状態 （ゼロに近い状態）では、減速機構 3 の減

速比が小さいため、コイルスプリング3 4 に作用する力 F 4 は比較的大きく

なる。ス トロークS が長 くなるにつれて、減速機構 3 の減速比が徐々に大き

くなるので、コイルスプリング3 4 に作用する力 F 4 は一旦小さくなり、そ

の後、徐々に大きくなる。ス トロークS が長い状態では第 1 リンク部材 3 1

と第 3 リンク部材 3 3 とのなす角度 が 1 8 0 度に近づき、操作力 F 2 がコ

ィルスプリング3 4 に作用する力 F 4 とほぼ同等となる。 したがって、図4

に示すように、ス トロークS が長 くなるにつれて、力 F 4 の曲線が操作力 F

2 の曲線に近づき、最終的には両者は接することになる。

[0036] 例えば、第 1 クラッチ荷重特性 P の場合、ス トロークS が長 くなるにつ

れて、力 F 4 の曲線 F 4 1 は第 1 クラッチ荷重特性 P の曲線に徐々に近づ

く。第 2 クラッチ荷重特性 P 2 の場合、ス トロークS が長 くなるにつれて、

力 F 4 の曲線 F 4 2 は第 2 クラッチ荷重特性 P の曲線に徐々に近づく。第



3 クラッチ荷重特性 P 3 の場合、ス トロークS が長 くなるにつれて、力 F 4

の曲線 F 4 3 は第 3 クラッチ荷重特性 P 3 の曲線に徐々に近づ く。

[0037] 図 4 に示す力 F 4 および操作力 F の曲線はコイルスプリング3 4 が初期

圧縮状態を維持する場合を示 しているが、実際には、力 F 4 が初期圧縮荷重

F ί を超えると、力 F 4 の大きさに応 じてコイルスプリング3 4 の圧縮が進

行 し、図 4 に示すように、力 F 4 に応 じて リンク長さ L が短 くなる。

具体的には図 4 に示すように、第 1 クラッチ荷重特性 Ρ 1 の場合、ス ト口

—クミ で力 F 4 が初期圧縮荷重 F i に達するので、ス 卜ロークS でコィ

ルスプリング3 4 の圧縮が進行 しリンク長さ L が短 くな りは じめる。第 2 ク

ラッチ荷重特性 P の場合、ス トロークS 2 で力 F 4 が初期圧縮荷重 F i に

達するので、ス トロークS 2 で リンク長さ L が短 くな りは じめる。さらに、

第 3 クラッチ荷重特性 P 3 の場合、ス トロークS 3 で力 F 4 が初期圧縮荷重

F ί に達するので、ス トロークS 3 で リンク長さ L が短 くな りは じめる。図

4 に示すように、本実施形態では、 コイルスプリング3 4 の圧縮が開始され

る際の操作力 F 2 は、 クラッチ荷重特性が変わっても概ね同 じである。 この

操作力 F 2 を以下の説明では作動開始操作力 F s とする。なお、 クラッチ荷

重特性に応 じて作動開始操作力 F s が変化するように減速機構 3 が構成され

ていてもよい。

[0038] 以上のように、 コイルスプリング3 4 が作動するか否かは力 F 4 および初

期圧縮荷重 F i により決定される。力 F 4 は操作力 F 2 およびス トロークS

に応 じて変化するので、 コイルスプリング3 4 が作動するか否か、そ してコ

ィルスプリング3 4 の圧縮変化量は、操作力 F 2 およびス トロークS の関係

により決定される。操作力 F 2 およびス トロークS の関係 とは、あるス ト口

—クミでどの程度の操作力 F が必要 とされるか、 ということを意味 してい

る。 したがって、 コイルスプリング3 4 が作動するか否かはクラッチ装置 9

の状態により決定される、 と言える。

[0039] < 減速機構の減速比特性>

減速機構 3 が以上のような構成を有 しているので、減速機構 3 の減速比特



性 は操作力 F 2 およびス トローク S に応 じて変化する。 ここで、減速機構 3

の減速比特性 についてよ り詳細 に説明する。図 5 に減速機構 3 の減速比特性

を示す。図 5 に示すグラフの縦軸 は減速機構 3 の減速比 を示 してお り、横軸

は減速機構 3 の出力側のス トローク S を示 している。 ここでいう 「減速比」

とは、駆動機構 2 (駆動部）か ら減速機構 3 (減速部）に入力される入力駆

動量 （ボールネジ 2 2 のス トローク）を減速機構 3 か ら出力される出力駆動

量 （ス トローク S ) で除 した値 をいう。

[0040] 図 5 に示すように、減速機構 3 が トグル機構の原理 を利用 しているので、

減速機構 3 の減速比はス トローク S の末端で急激 に大 きくなる。 それに加え

て、第 1 リンク部材 3 1 が、 ピンで直接第 3 リンク部材 3 3 に連結 されてい

るわけではな く、第 2 リンク部材 3 2 および コイルスプ リング 3 4 を介 して

第 3 リンク部材 3 3 に連結 されている。 したが って、 コイルスプ リング 3 4

の圧縮状態が変化することで、第 1 リンク部材 3 1 および第 3 リンク部材 3

3 の連結 されている支点位置が変化 し、減速比特性 もそれに応 じて変化する

。つまり、減速機構 3 の減速比特性 はクラッチ装置 9 の状態 に応 じて無段階

に変化する。

[0041 ] 例 えば図 5 に示すように、第 3 減速比特性 R 3 はコイルスプ リング 3 4 が

初期圧縮状態 を維持 し続 ける場合の減速機構 3 の減速比特性である。一方、

第 1 減速比特性 R はコイルスプ リング 3 4 の圧縮量が最大である場合の減

速比特性である。第 2 減速比特性 R 2 は、 コイルスプ リング 3 4 が初期の圧

縮状態か らある程度 まで圧縮 された場合の減速機構 3 の減速比特性である。

これ らの減速比特性 は、 それぞれス 卜ローク S が変化 してもコイルスプ リン

グ 3 4 の圧縮量が一定である場合 を示 しているが、実際には、第 1 減速比特

性 R か ら第 3 減速比特性 R 3 までの間に無数の減速比特性が存在 している

。 そ して、減速機構 3 の作動中に操作力 F 2 やス トローク S によってコイル

スプ リング 3 4 の圧縮状態が変化 して、減速機構 3 の動作中に第 1 減速比特

性 R か ら第 3 減速比特性 R 3 までの間の領域 内で減速比特性が無段階に変

化する。



[0042] < クラッチ荷重特性とモータ トルクとの関係>

前述の減速機構 3 を用いることで、このクラッチ操作装置 1ではクラッチ

装置 9 の状態に応 じて自動的に減速比特性が調整され、駆動モータ2 3 のモ

—タ トルクを低減できる。以下、クラッチ荷重特性およびモータ トルクの関

係について説明する。

図6 にクラッチ装置 9 のクラッチ荷重特性およびモータ トルクを示す。図

6 に示す第 1縦軸はクラッチ装置 9 のクラッチ荷重 （より詳細には、操作力

F 2 ) を示 しており、第 2 縦軸は駆動モータ2 3 のモータ トルクを示 してい

る。また、図6 に示す横軸はクラッチ操作装置 1のス トロークS を示 してい

る。

[0043] まずクラッチ荷重について説明すると、図6 に示すクラッチ荷重特性は、

クラッチ装置 9 の状態によって変化する。クラッチ装置 9 の状態は、製品の

個体差や経時劣化によって変化する。経時劣化としては、例えばクラッチデ

イスク9 4 の摩耗やクッショニングプレ一 卜の劣化などが考えられる。

例えば図6 に示すように、第 1 クラッチ荷重特性 P 1 では、クラッチディ

スク9 4 が摩耗 していないので、ス トロークS が短くても必要なクラッチ荷

重 F 0 を得ることができる。ここで、クラッチ荷重 F 0 とはクラッチ装置 9

の動力伝達状態を維持するのに最低限必要な操作力 F 2 である。クラッチ荷

重 F 0 を得るために必要なス トロークS は第 1 クラッチ荷重特性 P 〜第 3

クラッチ荷重特性 P 3 で異なっている。具体的には図6 に示すように、第 1

クラッチ荷重特性 P ではクラッチ荷重 F 0 を得るためにス 卜ロークS

が必要となり、第3 クラッチ荷重特性 P 3 ではクラッチ荷重 F 0 を得るため

にス 卜ロークS 1 1 よりも長いス 卜ロークS 3 が必要となる。さらに、第

2 クラッチ荷重特性 P 2 ではクラッチ荷重 F 0 を得るためにス 卜ロークS

よりも長いス 卜ロークS が必要となる。

[0044] —方、図 6 に示すように、ス トロークS が短い状態では、減速機構 3 の減

速比がそれほど大きくないのにも関わらず、比較的大きな操作力 F 2 が必要

となる。 したがって、図6 の第 1 モータ トルクT 1 で示すように、単に 卜グ



ル機構を用いるだけでは、駆動モータ2 3 のモータ トルクが増大 して しまう

(例えば、破線 T 2 で示す領域を参照）。

しか し、前述のように、クラッチ装置 9 の状態に応 じて減速機構 3 の減速

比特性が自動的に調整されるので、モータ トルクの増大を抑制することがで

きる。具体的には図4 および図 6 に示すように、第 1 クラッチ荷重特性 P 1

の場合、ス トロークS がス トロークS 1 に達すると、コイルスプリング3 4

に作用する力 F 4 が初期圧縮荷重 F ί に達 し、ス トロークS がス トロークS

1 よりも長 くなると、コイルスプリング3 4 の圧縮が進行 し、減速機構 3 の

減速比が徐々に上昇する。

[0045] 具体的には図 3 ( Α ) および図 3 ( Β ) に示すように、コイルスプリング

3 4 が初期圧縮状態からさらに圧縮されると、第 2 リンク部材 3 2 が軸部 3

3 a に沿って連結部 3 3 c の方に移動する。この結果、減速機構 3 の減速比

特性が変化する。例えば図 5 に示すように、コイルスプリング3 4 の圧縮量

に応 じて第 3 減速比特性 R 3 から第 1減速比特性 R の方に減速機構 3 の減

速比特性が変化する。つまり、第 1 クラッチ荷重特性 P 1 の場合、作動開始

操作力 F s に対応するス トロークS から減速比が早めに上昇する。この結

果、図 6 の領域 T 1 1 で示すように、ス トロークS 1 に対応する第 1作動点

Q から駆動モータ2 3 のモータ トルクが徐々に減少する。

[0046] —方、クラッチディスク9 4 の摩耗が進行 して、クラッチ装置 9 のクラッ

チ荷重特性が第 2 クラッチ荷重特性 P に変化 した場合、ス トロークS がス

卜ロークS 1 に達 しても、コイルスプリング3 4 が作動を開始 しない。なぜ

なら、図4 に示すように、クラッチ荷重特性に応 じてコイルスプリング3 4

が作動を開始するス トロークS が変化するからである。

[0047] 例えば、第 2 クラッチ荷重特性 P の場合、ス トロークS がス トロークS

よりも長いス 卜ロークS 2 なると、コイルスプリング3 4 に作用する力 F

4 が初期圧縮荷重 F ί に達する。ス トロークS がス トロークS 2 よりも長 く

なると、コイルスプリング3 4 に作用する力 F 4 が初期圧縮荷重 F ί を超え

、コイルスプリング3 4 が作動を開始する。図 5 に示すように、コイルスプ



リング3 4 が初期圧縮状態からさらに圧縮されると、前述の第 1 クラッチ荷

重特性 P 1 の場合と同様に、減速機構 3 の減速比が早めに上昇する。基準操

作力 F s 2 とコイルスプリング3 4 の弾性力が釣 り合うと、コイルスプリン

グ3 4 の圧縮が停止 し、減速機構 3 の減速比特性の変化も停止する。コイル

スプリング3 4 の作動により減速機構 3 の減速比が大きくなるので、図 6 の

領域 T 2 で示すように、ス トロークS 2 に対応する第 2 作動点Q 2 から駆

動モータ2 3 のモータ トルクが徐々に減少する。図 6 から、減速比特性が調

整されない場合のモータ トルクT 2 2 (破線）に比べて、モータ トルクが低

減できるのが分かる。

[0048] さらにクラッチディスク9 4 の摩耗が進行 して、クラッチ装置 9 の荷重特

性が第 3 クラッチ荷重特性 P 3 に変化 した場合も前述と同様に、ス トローク

S がス 卜ロークS 3 になると、コイルスプリング3 4 に作用する力 F 4 が初

期圧縮荷重 F i に達する。ス トロークS がス トロークS 3 よりも長 くなると

、コイルスプリング3 4 に作用する力 F 4 が初期圧縮荷重 F ί を超え、コィ

ルスプリング3 4 が作動を開始する。図 5 に示すように、コイルスプリング

3 4 が初期圧縮状態からさらに圧縮されると、前述の第 1 クラッチ荷重特性

Ρ の場合と同様に、減速機構 3 の減速比が早めに上昇する。

[0049] 具体的には図 6 の領域 Τ 3 1 で示すように、ス トロークS 3 に対応する第

3 作動点Q 3 から駆動モータ2 3 のモータ トルクが徐々に減少する。図 6 か

ら、減速比特性が調整されない場合のモータ トルクΤ 3 2 (破線）に比べて

、モータ トルクが低減できるのが分かる。

< クラッチ操作装置の特徴>

このように、このクラッチ操作装置 1 では、クラッチ装置 9 の状態 （より

詳細には、操作力 F 2 およびス トロークS の関係）に応 じて減速機構 3 の減

速比特性が自動的に調整される。 したがって、クラッチ装置 9 の製品の個体

差に起因する駆動機構 2 のモータ トルクの増大を低減することができる。

[0050] また、製品の個体差と同様に、クラッチディスク9 4 の摩耗量に応 じて減

速機構 3 の減速比特性が自動的に調整される。 したがって、クラッチデイス



ク 9 4 の摩耗 に起因する駆動機構 2 の負荷の増大も低減することがで きる。

〔他の実施形態〕

本発明の具体的な構成 は、前述の実施形態 に限 られるものではな く、発明

の要 旨を逸脱 しない範囲で種 々の変更および修正が可能である。なお、以降

の説明では、前述の実施形態の構成 と実質的に同 じ機能 を有する構成 につい

ては、同 じ符号 を使用 し、 その詳細な説明は省略する。

[0051 ] ( A ) 前述の実施形態では、 クラッチ装置 9 を例 にクラッチ装置 を説明 し

ているが、 クラッチ装置の構成 は前述の実施形態 に限定されない。 ノ一マル

オープンタイプのクラッチ装置であれば、前述の技術 は適用可能である。例

えば、 クラッチ装置 と して、 2 つのクラッチデ ィスクを用いたツィンクラッ

チな ども考 え られる。

( B ) 前述の実施形態では、駆動機構 2 を例 に駆動部 を説明 しているが、

駆動力を生成する駆動部の構成 は、駆動モータ 2 3 およびボールネジ 2 2 に

限定されない。例 えば、油圧シ リンダな どの他のァクチユエ一タを駆動部 と

して採用 してもよい。

[0052] ( C ) 前述の実施形態では、減速機構 3 を例 に減速部 を説明 しているが、

減速部の構成 は前述の減速機構 3 に限定されない。 クラッチ装置の状態 に応

じて減速比特性 を調整可能な機構であれば、減速部 は他の構成 を有 していて

もよい。 ここで、図 7 ( A ) 〜図 7 ( C ) を用いて減速部の変形例 について

説明する。

図 7 ( A ) に示すように、第 1 変形例の減速機構 1 0 3 は、 トグル機構の

原理 を応用 してお り、第 1 リンク部材 1 3 1 と、第 2 リンク部材 3 2 と、第

3 リンク部材 3 3 と、 コイルスプ リング 3 4 と、 を有 している。第 1 リンク

部材 1 3 の第 1 端部 1 3 a はハ ウジング （図示せず）に回転可能 に連結

されている。第 1 リンク部材 1 3 の第 2 端部 1 3 1 b は第 2 リンク部材 3

2 に回転可能 に連結 されている。第 2 リンク部材 3 2 は駆動機構 2 によ り下

側 に押 される。具体的には、ボールネジ 2 2 は第 2 端部 1 3 b および第 2

リンク部材 3 2 に連結 されている。駆動機構 2 の駆動モータ 2 3 は回転軸 A



3 を中心に回転可能にハウジング （図示せず）により支持されている。コィ

ルスプリング3 4 は第 2 リンク部材 3 と第 3 リンク部材 3 3 との間に圧縮

された状態で配置されている。第 3 リンク部材 3 3 の連結部 3 3 c はクラッ

チレバ一 9 8 に連結されている。

[0053] 駆動機構 2 により第 2 リンク部材 3 2 が下側に押されると、クラッチレバ

— 9 8 が第 3 リンク部材 3 3 により押される。このとき、減速機構 1 0 3 に

より駆動力 F 1 が操作力 F 2 に増幅される。そして、第 1変形例の場合も前

述の実施形態と同様に、操作力 F 2 およびス トロークS に応 じてコイルスプ

リング3 4 の圧縮状態が変化 し、減速機構 1 0 3 の減速比が自動的に調整さ

れる。 したがって、前述の実施形態と同様の効果を得ることができる。

[0054] 図 7 ( B ) に示すように、第 2 変形例の減速機構 2 0 3 は、 トグル機構の

原理を応用 しており、摺動部材 2 3 1 と、第 2 リンク部材 3 2 と、第 3 リン

ク部材 3 3 と、コイルスプリング3 4 と、を有 している。摺動部材 2 3 1 は

ハウジング （図示せず）に固定された案内部材 2 3 9 により移動可能に支持

されている。具体的には、案内部材 2 3 9 の案内溝 2 3 9 a に摺動部材 2 3

1 は挿入されている。摺動部材 2 3 は第 2 リンク部材 3 2 と回転可能に連

結されている。また、摺動部材 2 3 1 は駆動機構 2 により下側に押される。

コイルスプリング3 4 は第 2 リンク部材 3 と第 3 リンク部材 3 3 との間に

圧縮された状態で配置されている。第 3 リンク部材 3 3 の連結部 3 3 c はク

ラッチレバ一 9 8 に連結されている。

[0055] 駆動機構 2 により第 2 リンク部材 3 2 が下側に押されると、クラッチレバ

— 9 8 が第 3 リンク部材 3 3 により押される。このとき、減速機構 2 0 3 に

より駆動力 F 1 が操作力 F 2 に増幅される。そして、第 2 変形例の場合も前

述の実施形態と同様に、操作力 F 2 およびス トロークS に応 じてコイルスプ

リング3 4 の圧縮状態が変化 し、減速機構 2 0 3 の減速比が自動的に調整さ

れる。 したがって、前述の実施形態と同様の効果を得ることができる。

[0056] さらに、図 7 ( C ) に示すように、第 3 変形例の減速機構 3 0 3 は、 卜グ

ル機構の原理を応用 しており、第 1 リンク部材 3 3 と、第 2 リンク部材 3



2 と、第 3 リンク部材 3 3 と、コイルスプリング3 4 と、中間リンク部材 3

3 5 と、を有 している。第 1 リンク部材 3 3 1 の第 1端部 3 3 a はハウジ

ング （図示せず）に回転可能に連結されている。第 1 リンク部材 3 3 1 の第

2 端部 3 3 b は中間リンク部材 3 3 5 に回転可能に連結されている。

[0057] 中間 リンク部材 3 3 5 の第 1端部 3 3 5 a は第 1 リンク部材 3 3 に回転

可能に連結されている。第 1端部 3 3 5 a は駆動機構 2 により下側に押され

る。中間リンク部材 3 3 5 の第 2 端部 3 3 5 b は第 2 リンク部材 3 2 に回転

可能に連結されている。第 2 リンク部材 3 2 および第 3 リンク部材 3 3 は、

ハウジング （図示せず）に固定された案内部材 3 3 9 により移動可能に支持

されている。具体的には、案内部材 3 3 9 の案内溝 3 3 9 a に第 2 リンク部

材 3 2 および第 3 リンク部材 3 3 は揷入されている。第 3 リンク部材 3 3 の

連結部 3 3 c はクラッチレバ一 9 8 に連結されている。駆動機構 2 の駆動モ

—タ2 3 は回転軸 A 3 を中心に回転可能にハウジング （図示せず）により支

持されている。

[0058] 駆動機構 2 により中間リンク部材 3 3 5 の第 1端部 3 3 5 a が下側に押さ

れると、第 2 リンク部材 3 2 が案内溝 3 3 9 a に沿って押され、クラッチレ

バ一9 8 が第 3 リンク部材 3 3 により押される。このとき、減速機構 2 0 3

により駆動力 F 1 が操作力 F 2 に増幅される。そして、第 3 変形例の場合も

前述の実施形態と同様に、操作力 F 2 およびス トロ一クS に応 じてコイルス

プリング3 4 の圧縮状態が変化 し、減速機構 2 0 3 の減速比が自動的に調整

される。 したがって、前述の実施形態と同様の効果を得ることができる。

[0059] なお、コイルスプリング3 4 を例に弾性部材について説明 しているが、減

速部に用いられる弾性部材は弾性力を発生可能な部材であれば他の構成であ

つてもよい。

( D ) クラッチレバ一 9 8 が省略されてもよい。この場合、第 3 リンク部

材 3 3 がエンゲージベアリング9 7 を直接押圧する構成が考えられる。逆に

、クラッチレバ一 9 8 と減速機構 3 との間に他の機構が設けられていてもよ

し、。例えば、クラッチレバ一 9 8 と駆動機構 2 との間にスレ一プシリンダぉ



よびマスタ一シ リンダが設 け られていてもよい。

産業上の利用可能性

[0060] 以上 に説明 したクラッチ操作装置であれば、 クラッチ装置の製品の個体差

に起因する負荷の増大を低減することがで きる。 したが って、 ここに開示 さ

れる技術 は駆動装置の分野で有用である。

符号の説明

[0061 ] クラッチ操作装置

駆動機構 （駆動部の一例）

ボールネジ

2 3 駆動モータ

3 減速機構 （減速部の一例）

3 1 第 1 リンク部材

3 1 a 弟 1 き

3 b 第 2 端部

3 2 第 2 リンク部材

3 a 摺動孔

3 3 第 3 リンク部材

3 3 a 軸部

3 3 b ス トッパ部

3 3 c 連結部

3 3 d 第 1 端部

3 3 e 第 2 端部

3 4 コイルスプ リング （弾性部材の一例）

9 クラッチ装置

F 駆動力

F 操作力

F s 基準操作力

P 第 1 クラッチ荷重特性



第 2 クラッチ荷重特性

第 3 クラッチ荷重特性

第 1減速比特性

第 2 減速比特性

第 3 減速比特性



請求の範囲

[ 請求項 1] クラ ッチ装置 を操作するためのクラッチ操作装置であ つて、

駆動力を生成する駆動部 と、

前記駆動部か ら入力される駆動量 を減速することで前記駆動力を増

幅 して前記 クラッチ装置の操作力に変換する機構であ って、前記 クラ

ツチ装置の動力遮断状態か ら動力伝達状態 にかけて徐 々に大 きくなる

減速比特性 を有 し、前記 クラッチ装置の状態 に応 じて前記減速比特性

を調整可能な減速部 と、

を備 えたクラッチ操作装置。

[ 請求項2] 前記減速部 は、前記操作力および前記駆動量の関係 に応 じて前記減

速比特性 を自動的に調整可能である、

請求項 1 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項 3 ] 前記減速部 は、前記 クラッチ装置 に作用する前記操作力が基準操作

力に達すると前記減速比特性が変化 しは じめるように構成 されている

請求項 1 または 2 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項 4 ] 前記基準操作力は、前記駆動量 に応 じて変化する、

請求項 3 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項 5] 前記減速部 は、前記駆動部か ら前記 クラッチ装置 までの動力伝達経

路上 に配置 され前記基準操作力を決定する弾性部材 を有 している、

請求項 3 または 4 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項 6] 前記弾性部材は、予め圧縮 された状態で設 け られてお り、初期圧縮

荷重 を超 える荷重が作用すると圧縮 を開始 し、

前記基準操作力は、前記初期圧縮荷重 によ り決 まる、

請求項 5 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項 7 ] 前記減速部 は、前記駆動部 によ り回転駆動 される第 1 リンク部材 と

、前記第 1 リンク部材 に回転可能 に連結 された第 2 リンク部材 と、前

記第 2 リンク部材 に対 して移動可能 に配置 され前記 クラッチ装置 に連



結 された第 3 リンク部材 と、 を有 してお り、

前記弾性部材は、前記第 2 リンク部材 と前記第 3 リンク部材 との間

に予め圧縮 された状態で配置 されている、

請求項 5 または 6 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項8] 前記第 2 リンク部材は、摺動孔 を有 してお り、

前記第 3 リンク部材は、前記摺動孔 に揷入された軸部 と、前記軸部

の第 1 端部 に形成 され前記摺動孔 よ りも外形が大 きいス トツバ部 と、

前記軸部の第 2 端部 に配置 され前記 クラッチ装置 に回転可能 に連結 さ

れた連結部 と、 を有 してお り、

前記弾性部材は、前記第 2 リンク部材 と前記連結部 との間で予め圧

縮 されている、請求項 7 に記載のクラッチ操作装置。

[ 請求項 9] 前記 クラッチ装置が初期状態の場合 に、前記減速部 は、第 1 減速比

特性 を実現 し、

前記 クラッチ装置が摩耗状態の場合 に、前記減速部 は、前記第 1 減

速比特性 よ りも減速比が大 きくなる第 2 減速比特性 を実現する、

請求項 1 か ら 8 のいずれかに記載のクラッチ操作装置。
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